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Ⅰ　�生産システムの新展開としてのEMS�
――本稿の課題

　EMSは，一般に，自社ブランドの製品を持つ
エレクトロニクス製造業者に対して，コンポーネ
ント，機器などの受託製造を，その周辺サービス
も含めて提供する事業であり，アメリカにおいて
1990年代の半ば頃より EMSという名称が用いら
れるようになった。EMSを提供する企業（EMS 

Providerないしは EMS企業）は，受託製造という
意味では，それ以前からアメリカで一般に CM
（Contract Manufacturer：受託製造業者）に含まれ，
特にエレクトロニクス産業では，CEM（Contract 

Electronics Manufacturer）ないしはECM（Electronics 

Contract Manufacturer）とも呼ばれていた。
　このエレクトロニクス業界における受託製造は，
その急成長を背景として，アメリカにおいて，
1990年代前半，委託元となるエレクトロニクス
企業（以下，単に「委託企業」と呼ぶ）が製造機能
の一部をアウトソーシングする傾向について，雑
誌等で記事が出始め，注目を集めるようになって
きた。そこでは，アパレル製品，靴，自動車と
いった製品などの分野と並んで，特にパソコンや
ワークステーション，ハードディスクドライブ，
マイクロプロセッサといったエレクトロニクス製
品分野を中心に，委託企業が，製品企画・設計，
マーケティングといった活動に注力する一方，コ
ンポーネントや完成品の製造活動を外部の専門企
業に任せてきている実態が紹介されるようになっ
てきた。1

　日本においては，EMSは，アメリカのエレク

トロニクス企業が製造機能を EMSにアウトソー
シングしながら復活を遂げていったのを背景とし
て，低迷を続ける日本の製造モデルに対する解決
策として，特に 2000年前後以降，注目を集めて
いった。またその頃，アメリカのソレクトロンに
よるソニー中新田の買収をはじめとして，EMS
企業が日本の大手エレクトロニクス企業の国内外
にある工場子会社を相次いで買収し（表 1），その
後，多くの記事や文献が見られるようになった。
これと並んで，日本経済の長期不況の中，日本の
エレクトロニクス企業は，複数の工場あるいは製
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表 1　�2000 年前後における EMS企業による日本企業の
国内外拠点の主な買収

EMS企業 買収年月 買収された企業・事業 事業内容

ソレクトロン 1998年 10月 三菱電機（アメリカ・
ジョージア州）

携帯電話

1999年 4月 藤田電機製作所 PCB工場
2000年 12月 ソニー（中新田工場） カーエレクト

ロニクス
12月 ソニー（台湾） オーディオ

2002年 3月 NEC（茨城工場） コンピュータ
関連製品

セレスティカ 2000年 6月 NEC（アメリカ・オレ
ゴン州）

通信機器

12月 NEC（イギリス） 携帯電話
2001年 4月 エヌケイテクノ 補修業務
2002年 3月 NEC（宮城日本電気） 通信システム

3月 NEC（山梨日本電気） 通信関連

サンミナ-SCI 2001年 10月 日本 IBM（野洲事業所） 部品工場

フレクストロ
ニクス

2002年 7月 カシオ（愛知） デジタルカメ
ラ，液晶テレ
ビ

ジェイビル・
サーキット

2003年 6月 NEC（日本電気御殿場） 放送機器

出所 ：MSK基礎研究所（2002）第 3章 76頁（http://www.
investment-japan. go.jp/research/H13/03 _h13.pdf），およ
び飯島（2002）；『日経産業新聞』2003年 8月 22日付。
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造子会社を統合化した上で，そこに一貫した製造
機能を集中させ，事業部や本社から相対的に自立
性を高めるいわば「製造機能の分離」の生産体制
の改革を進め，また以前より受託製造を行ってい
た企業も含めて，これが日本版 EMSとも呼ばれ
て，広く EMSの存在が知られるようになった。2

　広く認知されるようになった EMSに関しては，
近年，エレクトロニクス産業の新たな構造変動が
分析される際にしばしば言及されている。しかも
その新たな構造変動は，単にエレクトロニクス産
業だけではなく，他の多くの産業に共通した新た
な変化として認識されており，企業組織や産業組
織の新たなモデルが提起されるようになってきて
いるのである。たとえば，MITの産業生産性セ
ンターが 1999年から 2004年にわたって実施した
グローバル経済化における戦略選択に関する調査
によれば3，90年代の世界経済において生じた大
きな変化の 1つは，情報技術革命による設計・生
産・流通といった諸機能のデジタル化とそれらの
諸機能の分散化が可能となったこととされる。す
なわち，デジタル化が各諸機能をコード化し，そ
の実行内容に関してより正確な情報を伝えられる
ようになって，モジュール化が進み，企業の活動
を構成する諸部分を世界中の独立企業に分散させ
ても，これらを円滑で迅速に調整が可能になって
きたのである。生産に関しては，多くの産業で，
レゴのセットで遊ぶように生産を組織できるよう
に変化し，特にエレクトロニクス産業においては，
生産工程の各段階の細分化が爆発的に発展したと
いわれる。こうして研究・開発・組立・マーケ
ティングの機能を切り離し，それぞれ別の企業，
世界中の国々へ移転できるようになっている。な
かでも大部分の製造機能は，ブランドを持った統
合型企業から，製造機能を専業として担う受託製
造業者へと移動したとされ，受託製造業者に関す
る多くの事例を取り上げている。
　MITが明らかにしたこの新しい生産の変化は，
「産業組織の新しいアメリカ・モデル（New 

American Model of Industrial Organization）」と題す
る第 4章において詳細に分析されているが，この
言葉自体はエレクトロニクスを中心に受託製造業
を研究している T. J. Sturgeonの用語を引用した
ものである。Sturgeonによれば，この新アメリ
カ・モデルは，1950年代までに支配的となって

いた大規模で国際的な経営階層を有する事業部制
企業が 70～ 80年代における世界経済の変化，特
にアジアとの新しい競争のなかで行き詰まり，そ
の転換が迫られることによって出現してきたもの
と位置づけられている。4 この転換の特徴は，企
業の中で中核的ではない機能，特に製造活動を専
門の企業にアウトソーシングする一方，製品革新，
マーケティング，ブランド開発に関する中核的な
諸活動に資源を集中的に投入することで，企業内
における製造から，製造活動のアウトソーシング
へと「脱垂直化（de-verticalization）」して，方向
転換するところにある。このような脱垂直化に
よって，分離された製造機能を担うサプライヤー
は，受託製造業者として，製造機能に加え，関連
するサービス活動の範囲を増やす一方，特定顧客
への依存を減らしながら，多くの顧客に対して製
造に関する全範囲のサービスを提供することが可
能な「ターンキー（turn-key）」サプライヤーと
なっていった。そして機能的に専門化された委託
企業とサプライヤーとの間の連結は，仕様などの
情報をコード化し，標準化したプロトコルによる
伝達を通して達成されている。Sturgeonは，こ
のようにして構築されている生産システムをモ
ジュラー生産ネットワークと呼んで，エレクトロ
ニクス産業だけではなく，他の多くの産業でこの
ようなネットワークの構築が見られるようになっ
たことを指摘している。
　以上のようなMITの調査や Sturgeonの見解に
あるように，1990年代以降，かつての大規模製
造企業がその製造機能をアウトソーシングし，企
業活動の細分化あるいは脱垂直化が進行し，その
結果として，産業や企業における構造が大きく変
化して，新しい生産システムが構築されてきてい
る。しかもこのような変化は，エレクトロニクス
産業のみならず，様々な産業において見られるよ
うになり，その影響は大きくなってきている。そ
してエレクトロニクス産業においてこの変化を支
えてきているのが，企業の製造活動を引き受けて
集中的に担う EMS企業あるいは受託製造企業の
急成長であって，この意味で，EMSは，今日の
生産システムの新たな展開を体現しているといえ
る。したがって，現代の生産システムを歴史的な
発展の中で位置づけるには，これまでの生産シス
テムとの連続性と非連続性においてとらえるとい
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う観点から，EMSの形成・発展を分析すること
が不可欠であると考える。しかし EMSに対する
関心は，2000年初頭のソレクトロンや近年の鴻
海（ホンハイ）精密工業といった企業に対するも
のが多く，産業そのものを生産システムの発展と
いう長期的な観点から研究したものは少ない5。
そこで本稿は，上に述べたような観点から，まず
EMSの概念を検討することを課題とする。その
際，EMSと類似し，しばしば混同されて用いら
れ，以前より活用されている取引形態の OEM
（Original Equipment Manufacturing：相手先ブランド
による製造）6 の検討を通して，EMSの現代的特
徴を明らかにしたい。そのためにまず EMSの成
長の趨勢と現況を概観し，後に OEMの概念を検
討し，最後に EMS概念の特徴を明らかにするこ
ととする。

Ⅱ　成長の趨勢と現況

　EMSは，もともとは，基板挿入作業（board 

stuffing）とよばれるプリント基板へ電子部品を挿
入・実装する労働集約的な工程を担う，いわば電
子機器の組立請負企業である場合が多かった。そ
の後，これらの企業は，基板実装工程の自動化を
進めながら，同時に電子部品の調達業務などの周
辺業務・サービスを加えながら受託製造を増やす
ようになり，設計機能の一部や完成品組立，配送
業務など次第にその業務を拡大しつつ，地域的に
もグローバルな展開をしていった。製品ブランド
を有する委託元となったエレクトロニクス企業も，
次第に，単なる自社製造能力の不足分を補うため
の補完的な製造委託だけではなく，部分的あるい
は完全に製造機能を自社から切り離して，コン
ピュータや通信機器といった分野を中心にアウト
ソーシングし，受託製造業者のグローバルな製造
サービス機能を活用するようになった。そして
1990年代以降，受託製造の市場は急速に拡大し，
その結果，受託製造を専業とする企業は EMS企
業と呼ばれるようになっていった7。
　このような EMSの成長をまず図 1から概観し
ておくと，1980年代の成長率に比べて，90年代
において，年平均 25％～ 30％を超える高率で成
長しており，とりわけ 90年代に入り急速に成長

していったことがわかる。2000年代初頭には，
いわゆる ITバブルによりマイナス成長となるが，
その後，90年代に比べては低いが，10％を超え
る成長率で回復基調にある。
　また主要企業上位 5社の推移をみると，
1990年代においては，表 2のように，アメリカ
の SCIシステムズ，ソレクトロン，シンガポー
ルのフレクストロニクスなど，同じ企業がほぼ上
位 5社を占め，比較的安定的な競争力を有してお
り，また国籍については，北米が中心であったこ
とがわかる。しかし 2000年代に入り，とりわけ
2002年のランキングでアジア，とりわけ台湾の
成長が著しい。2000年のランキングで台湾 EMS
企業の最高位は，Universal Scientific Industrial社
の 12位であった。しかし ITバブルが崩壊して以
降，2002年に同社がトップ 10（9位）に入ったの
を皮切りに，トップ 10には，2003年に 2社（4

位に Hon Hai Precision，8位にWistron），2004年に
4社（2位に Hon Hai Precision，7位に BenQ，8位
に Inventec，10位にWistron）と台湾企業の躍進が
目立つようになっている。8

　つぎに上位 20社で売上の成長を見てみると，
図 2のようになる。業界の成長率に対しても，常
に上位 5社の成長率が高く，また 1990年代以降
は，上位 6～ 20位企業に対しても常に成長率が
高くなっていることがわかる。特にその差は 90
年代後半において著しく，大規模な EMSがこの
時期急成長を遂げ，より集中度が増していること
が推測できる。実際に受託製造企業上位 100社の
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図 1　EMSの市場規模と成長率の推移

注：1998年に算定基準が変更されたため，市場規模が従来
よりも小さくなっている。年平均成長率は旧基準で算定。
出所 ：Electronic Buyers’ News誌，Electronic Business誌等に

掲載された Technolobgy Forcasters社のデータに基づい
て作成。
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売上高合計に占めるシェアでみると（図 3），1998
年から 2001年にわたるいわゆる ITバブルにおい
ては，上位 5社，上位 10社，上位 20社のシェア
はいずれも上昇し，2001年には，上位 5社でシェ
ア 70％を超えるまでになっている。しかしながら，
ITバブル崩壊以降，そのシェアは低くなり，集
中化が幾分収まってきているという傾向がみられ

る。
　特に 1990年代における EMS業界および企業
の急成長は，いうまでもなく委託元となったエレ
クトロニクス企業からのアウトソーシングが急増
していることに起因するものである。ただその際，
EMS企業は，単に委託企業から製品の製造を受
託するだけではなく，90年代半ばころより，委
託企業の製造工場を買収しながら拡大を続けてき
ている。たとえば，委託企業の製造拠点の EMS
企業による買収件数は，1996年 33件，97年 50
件，98年 68件と増えている。9 さらに 90年代末
以降には，大規模な EMS企業同士の合併を通じ
て上位企業の急激な規模の拡張と成長が達成され
ている。90年以降の主要 EMS企業の動向を見る
と（図 4），ITバブルの起こった 2000年前後にお
いて，大規模 EMS企業同士の合併や買収が行わ

表 2　EMS企業の売上上位 10 社の推移 
1990年

1 SCI Systems アメリカ
2 Avex Electronics アメリカ
3 Flextronics シンガポール
4 Solectron アメリカ
5 Wong’s Circuits 香港
6 Jabil Circuit アメリカ
7 Kimball Electron Group アメリカ
8 GSS/Array Technology アメリカ
9 Plexus Corp. アメリカ

10 Dovatron International アメリカ

1995年
1 SCI Systems アメリカ
2 Solectron アメリカ
3 Avex Electronics アメリカ
4 Jabil Circuit アメリカ
5 Celestica カナダ
6 Bull Electronics アメリカ
7 NatSteel Electronics シンガポール
8 Flextronics シンガポール
9 Dovatron International アメリカ

10 Design to Distrobution イギリス

2000年

1 Solectron アメリカ
2 Flextronics シンガポール
3 Celestica カナダ
4 SCI Systems アメリカ
5 Sanmina アメリカ
6 Jabil Circuit アメリカ
7 Elcoteq Network フィンランド
8 Manufacturersʼ Services アメリカ
9 Benchmark Electronics アメリカ

10 C-MAC カナダ

2005年

1 Hon Hai Precision 台湾
2 Flextronics シンガポール
3 Sanmina-SCI アメリカ
4 Solectron アメリカ
5 Celestica カナダ
6 Jabil Circuit アメリカ
7 Inventec 台湾
8 BenQ 台湾
9 Elcoteq フィンランド

10 Wistron 台湾

出所 ：1990年および 1995年については，Sturgeon（1999）, p. 
22, Table 1-4より作成。2000年および 2005年については，
それぞれ Electronic Business, Sept.（2001）および同誌
Sept.（2006）より作成。
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年
0

220

200

180

160

140

120

100

80

60

40

20

1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

95
（％） （10億ドル）

90

85

80

75

70

65

60

55

50

45

40

上
位
百
社
の
売
上
高
に
占
め
る
シ
ェ
ア

売
上
高
合
計
額

上位 20社のシェア

上位 10社のシェア

上位 5社のシェア

図 3　�受託製造業者上位 100 社の売上高と上位のシェ
アの推移

出所 ：Electronic Business 誌 が 毎 年 行 っ て い る Top 100 
Contract Manufacturersのデータより作成。



86

秋野晶二：EMSの現代的特徴とOEM

れ，90年代にランキングで上位 10社以内に入っ
たことのある主な企業 15社のうち，2007年現在
残っている企業はわずか 4社しかない。
　このように急成長を遂げている EMSの製品分
野は，近年，図 5にもあるように，コンピュータ
および通信関連が中心で，2004年には，それぞ
れ 34％，37％と 7割以上を占めており，2002年
においても 39％，32％と合計では同じ割合になっ
ている。EMSの初期についてみれば10，1986年
には，コンピュータが 6割を超えて大半を占めて
いたが，94年には，コンピュータが 4割，通信
関連が 3割となっており，両製品分野は 90年代
において高い割合を占めていた。特に PCやディ
スクドライブなどのコンピュータ関連の機器は，
回路基板や製品レベルでの製造を PC企業が当初
からアウトソーシングしてきた部門であり，受託
製造業者が独立した産業部門として形成されるに
あたって重要な役割を果たした分野だといえる。
ただし今後は，EMSにおいては，成長製品分野
において変化が予想されており，たとえば，医療
用機器，自動車関連の伸びが大きく，コンピュー
タや通信機器は，後述する設計を含めて受託製造
を行う ODM（Original Design Manufacturing）に
よって取り扱われるようになるとも予想されてい
る。11

　さらに，業務内容についてみると，上述のよう
に受託製造企業が EMSへと発展していく過程は，
EMS企業が製造活動に関連するサービスや周辺
業務へと事業を拡大していく過程でもあった。具
体的に先のソレクトロン社を例に見てみると，ま

ず，ソレクトロン社は，1977年に，太陽光発電
装置の電子制御装置の受託製造企業として設立さ
れた。しかしその翌年には，シリコンバレーにあ
るエレクトロニクス・メーカーの製造能力を需要
が上回った時に，回路基板への部品挿入を行うな
どして，多様な製品の受託製造を請け負うように
なり，80年代初頭までにはシステムを完成品と
して製造するサービスの提供を始めている。そし
て，この回路基板実装を基礎にして，80年代半
ばには，品質管理能力を高めながら，基板への部
品挿入の自動化を進め，当時最先端の表面実装技
術（SMT）を導入して，その製造能力を高めて
いった。その後，ジャスト・イン・タイムの導入，
関連サービスの拡充によるターンキー生産能力を
追加し，回路の試験設備の導入，修理サービスの
追加，MRPシステムの充実などを進めて，90年
初頭までには製造に関連する様々なサービスを提
供できる能力を備えるようになった。12 この多様
な業務内容について，フレクストロニクスによる
買収前の 2006年初頭での事業概要でみると図 6
のようにまとめられる。すなわち，EMS企業は，
高度なプリント回路基板の組立技術・製造技術を
核にして，システムの組立・検査，グローバルな
サプライヤー・ネットワークによる物流サービス
といった生産・物流機能を，上流工程では，設
計・設計支援活動，新製品導入の各種サービス，
さらに販売後の各種修理・保守サービスなどと
いった様々な製造サービスを提供するようになっ
ている。
　以上のような成長の過程と製品分野，業務内容
における特徴を有する EMSは，新たな業態とし
て注目を集めてきたが，その新規性はその委託企
業との間の取引形態にある。ここでは，EMSと

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007　年
Celectica
D2D
Bull Electronics
Manufacturers’ Services
Flextronics

Dovatron
Solectron
NatSteel Electronics
C-MAC
SCI Systems

Sanmina
Sanmina-SCI

Act Manufacturing

GSS/Array
Benchmark Electronics

Avex Electronics NC.

（8）

（2）

（5）

（6）

（14）

図 4　主要 EMS企業同士の買収・合併の変遷

注：網掛けの企業は 2007年時点で存続している企業。（　）
内の数字は 2006年でのランキング順位。

出所：筆者作成。

売上構成比（％）
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2004年

2002年

9

10

8

8

7

534 37 2

39 32 2

4

3

コンピュータ 通信 民生用機器
軍事・航空 自動車

工業用機器
その他

図 5　EMSの製品別売上構成

出所：Carbone（2004）, p38,（2005）, p31.
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委託企業との関係に類似した既存の取引形態とし
てしばしば取り上げられている OEMと比較し，
そのことを通じて，EMSの現代的特徴が何かを
解明する。そこでまず次節において，主に OEM
契約の概念に関する議論を整理しておくことにす
る。

Ⅲ　OEM契約の概念

　OEMは，すでに 1950年代ころから，アメリ
カの家電メーカーや小売業者などとの間で日本の
多くの家電メーカーがアメリカ市場への輸出のた
めに活用してきており，トランジスタ・ラジオを
はじめ，テープレコーダ，白黒テレビ，カラーテ
レビなどといった様々な家電製品分野における日
本からの輸出に大きく貢献していった。この
OEMによる供給を通して，日本の家電メーカー
は技術力やマーケティング能力を高め，ひいては
戦後日本のエレクトロニクス産業の発展を支えた
といえる。13 また特にエレクトロニクス産業にお
いては，80年代初頭以降，ライフサイクルの異
なる多様な製品が増え，それらのライフサイクル
が短縮化するなかで，一層複雑化し錯綜した
OEM関係が，大企業間，大企業とベンチャー企
業，海外企業との間で形成されていった。14

　このような OEM契約は，企業間の契約の 1つ
であり，供給元から見れば，「相手先のブランド
（商標）で製品を供給する契約」とされ，調達す

る側の委託元から見れば「製品を他のメーカーか
ら調達して，それを自社ブランドを付けて販売す
ること」とされる。15 したがって，OEM契約の
特徴としては，第 1に，この取引において，製造
業者が製造する目的物には，購入者による販売を
前提として，購入者のブランドが付されるという，
製造主体とブランドの保有者とが相違している点
がある。そして第 2に，委託された製造という面
では，請負の性質を持つ一方，製品の所有権を，
報酬を得て移転するという点では，売買取引の性
質を持つという，取引上，対照的な二重の性格を
持っている。16

　このように OEM契約においては，市場での売
買取引という面と製造の請負という面の両面があ
るので，しばしば OEMの定義について対照的な
見解が見られる。一般には，OEM契約は，市場
での売買取引に近い概念として，受託企業が製品
の開発・設計を行い，部品も調達して生産し，こ
れを委託企業が自社のブランドを付け，販売活動
のみを行うものと考えられている。そしてこの
OEM契約に対して，委託企業が指定した設計・
仕様に基づいて生産を委託し，受託した企業がそ
れに従って生産のみ行う契約は「委託生産」と呼
ばれる。17

　この OEM概念と対照的な定義として，先の定
義の委託生産と類似して，製造の請負といった面
から，とらえられる場合がある。たとえば，M. 
Hobdayは，後発のアジア企業が外国企業との間
の取引を通して知識獲得する方法とプロセスにつ

設計・設計支援 リーン生産と物流 保守・修理サービス

▼製品設計サービス
▼リーン・シックス・シグ
　マや生産性を考慮した設
　計支援サービス
▼製品の市場投入サービス
　と NPIサービス
▼製品寿命の延長
▼サステイニング・エンジ
　ニアリング

▼高度な PCBA技術
▼代替製造プロセスと最先
　端製造プロセス
▼システムの組立およびテ
　スト能力
▼サプライヤ・ネットワー
　クによる迅速な対応
▼フルフィルメント・サー
　ビスと物流サービス
▼グローバル・ネットワー
　クによる市場出荷コスト
　の最適化

▼修理および保守
▼迅速なデポ
▼オンサイト・サービス
　（携帯電話）
▼製造後の物流サービス
▼資産リカバリ
▼設計と製造改善の
プロセス・ループ

図 6　ソレクトロン社の事業内容

出所 ：ソレクトロン社のホームページ thhp://www.solectron.com/jp/services/prod.htm（2006年 3月閲覧）より
作成。
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いて研究する中で，OEMを位置づけている。18

すなわち，Hobdayによれば，OEMは，下請け
（sub-contracting）の特殊形態であり，海外の買手
と後発のサプライヤーとの間での共同事業から発
展したものである。この OEMでは，後発企業が
多国籍企業の詳細な仕様に基づいて完成品を生産
し，外国企業は，自らのブランド名で自らの流通
チャネルを通じてその製品を市場に出す。この際，
外国のパートナー企業は，しばしば資本設備の選
択，管理者・エンジニア・技術者の訓練，生産・
財務・管理に関するアドバイスを行ない，密接で
長期の関係を含む場合もある。ここでは，OEM
は先の概念とは異なり，きわめて下請け関係に近
い概念となっている。
　このような対照的な見解のいずれか一方が
OEMであると考えるよりも，製造の請負から市
場での売買取引に至る一定の範囲を持った契約形
態として OEMをとらえることができる。中島茂
によれば，OEM契約は，法的な性質として，以
下の 3つのバリエーションがあるとされる。19

　 ① 対象商品について委託元が自社仕様規格に
基づく製造を供給元に対して委託し，製造工程
の管理・指導もする「請負契約」
　 ② 供給元が原料・資材などを自己調達して生
産し，完成品を委託元に納品する「製作物供給
契約」
　 ③ 供給元が生産した製品を委託元のブランド
を付けただけでそのまま納品する「売買契約プ
ラス商標添付委託契約」
　この区別では，OEM契約が供給元の生産に対
する委託企業の関与の度合いによって分類されて
いる。すなわち，委託企業の受託企業への影響力
が強く，関与の度合いが比較的大きい「請負契
約」から，それが比較的弱い「製作物供給契約」，
そして最も関与度が弱く，市場取引に最も近い
「売買契約プラス商標添付委託契約」に分けられ
ている。ただしこれらの 3つの契約の区別は，厳
密ではなく，相対的なものであって，具体的な
OEM契約は，請負契約と売買契約プラス商標添
付委託契約を両極とした連続的なバリエーション
の中で位置づけられるものと考えられる。20 委託
企業自身の内部で全て製造を行う場合と，その逆
の関与を全くしない市場での取引の場合とを考慮
すると，OEM契約は，取引企業間において，委

託企業の関与の度合いに応じた取引の一部として
みることができる。先の OEMの見解に対応させ
ると，委託企業の関与度に応じて，OEM（広義）
は，下請扌委託生産扌OEM（狭義）と分類でき
よう。（図 7）
　このように OEMは，委託企業と受託企業との
間で一定の幅を持った取引として理解する必要が
あるが，先の Hobdayのような長期的取引関係を
もった下請関係というよりも，市場取引に比較的
近いものとして理解される場合が多い。たとえば
竹田志郎は，企業提携の形態を，共同出資による
合弁会社，資本支出を伴わない契約だけの契約設
定，企業間の信頼を基礎とする継続的関係に基づ
く長期取引関係の 3つに分けている。そして
OEMは，このうちの契約設定や資本参加の形が
多い提携として特徴付けられている。21

　また笹山徳光は，OEM供給側におけるデメ
リットとして，契約が恒常的ではなく，非更新の
可能性があることをあげている。すなわち，
OEM契約にあっては，委託企業が，受託企業を
代替するか，当該製品から撤退するか，あるいは
自社生産するかというオプションを常に持ってい
て，それゆえ，受託企業は OEMに関する生産計
画や設備投資に対して慎重とならざるを得ないと
いう。このような受託企業のリスクは，とりわけ
海外企業との取引においては，ドライなビジネス
感覚に基づいて契約されるため，提携解消の懸念
に絶えずさらされているとして，その市場取引に
近い関係が強調されている。22

　このような OEM契約について，製品あるいは
産業のライフサイクルの観点から，山田英夫は，
契約当事者間の関係における特徴の変化を明らか

図 7　OEMの範囲
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にしている。23 市場規模が小さく，市場として確
立するかどうか不確定な導入期においては，委託
企業は製品や技術，規格が市場において確立され
たものになるかを見定める機会探索のために，ま
た受託企業は自社規格を広げるために，それぞれ
OEMを活用する。しかし市場が確定し，成長し
始めると委託企業は次第に自社生産へと移行する。
次いで市場規模が拡大する成長期になると，事業
を拡大し，各社が製品の多様化を進め，フルライ
ン化が求められるようになり，即座に製品ライン
を拡充するために OEMが活用される。受託企業
は，競合企業よりも速いスピードで累積生産量を
増やし量を確保するために OEM生産が活用され
ている。また委託企業，受託企業いずれも，自社
の強みとなる分野に資源を集中して，自社生産す
る一方，自社の弱い部分を OEMで調達すること
でフルライン政策を維持する。最後に，市場の成
長が停滞する成熟期においては，委託企業は製品
ライン全てを維持することがコスト的にあわなく
なることから，製品ラインを維持するために
OEMが活用される。特に競争業者を減らして無
意味な競争を回避したり，戦略的ではない分野か
ら事実上撤退するためにも OEMが活用される。
またこの時期には，大手企業が事実上の部分撤退
を始めるので，OEM生産の専業企業が安定的に
存立できる可能性が高くなるといわれる。
　以上のライフサイクルの変化と OEM契約の動
機の推移を生産という面から見ると，製品市場の
規模の盛衰によって，OEM契約の形態が変化し
ていることがわかる。市場そのものの規模が小さ
い導入期においては，新規参入を企図する企業は，
新たな製品を開発・生産した企業に OEM契約で
生産を集中的に委託するが，その後，市場規模の
拡大に伴い，委託企業は自社生産に切り替えるよ
うになる。成長期に入り，生産の規模も増えると，
自社生産による企業の参入も増える一方，製品ラ
インを多様化させて差別化による競争が展開する
ようになる。その結果，一品種当たりの生産規模
が小さくなり，企業がこれらの製品ラインすべて
を自社生産することが困難になって，それぞれの
企業が自社の戦略的な製品ラインに自社生産を集
中させ，それ以外の製品ラインを他社から OEM
で調達し，規模の経済性を活かしながらフルライ
ンを維持するようになる。成熟期においては，市

場全体の売上高の伸び率が低迷し，あるいは減少
する中で，差別化競争が展開し，さらに新製品が
登場することで，既存市場が縮小する傾向になる。
その結果，当該市場の少数の既存企業が OEM生
産を集中的に行うか，既存メーカーが撤退した後
を専業の受託企業が当該市場を基盤に，旧式の普
及品を大量生産して，規模の経済性を活かした生
産を行う。
　こうしてライフサイクルに対応した生産規模の
変化に応じて，OEMは，委託による生産の集中
→自社生産→委託と自社生産の組合せ→委託によ
る生産の集中といったサイクルを取る。ただし，
ここでは，生産受託の主体は，基本的にはブラン
ドを有するメーカーであり，専業の受託製造が独
立した市場として存立しうるのは，既存のメー
カーが撤退する成熟段階においてである。それ以
外の段階では，なお既存メーカーとの併存で受託
製造が行われるので，相対的に専業の受託製造市
場の規模は小さいといえる。

Ⅳ　EMSの特徴

　前節で述べた OEM契約は，EMS企業と委託
企業との間の主要な契約関係を構成している。
EMS企業は，委託企業との間で，エレクトロニ
クス製品を供給する際に，委託企業のブランドで
供給をする契約を行っているのである。EMSで
の OEMの特徴は，取り扱う製品・サービスの相
違，すなわちエレクトロニクス部品を実装した回
路基板を核として，エレクトロニクス製品および
その生産に付随する様々な事業・サービスを提供
する産業での OEMである点にある。また EMS
産業を構成する企業群には，自社ブランドを持つ
企業（グループ企業も含めて）もあるが，1990年
代に急成長を遂げてきた EMS企業には自社ブラ
ンドを持たない専業企業も多い。この点で，自社
ブランドを持つ企業間で契約が行われることが多
い従来の OEMとは異なっている。
　また，上述の OEM契約の一定の範囲内に
EMS企業と委託企業との間の関係を位置づける
と，信頼を基礎とする密接で長期的な関係を構築
しているというよりは，市場取引に近い関係に基
づいた取引がなされており，通常の OEMと近い
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といえる。しかし，市場取引に近いとはいえ，
EMS企業の中核的な機能は，図 7で見られるよ
うな設計・開発機能ではなく，製造機能にある。
このような EMS（受託製造企業）と委託企業との
関係について，Sturgeonは，上述のように新し
いアメリカ的産業組織として，これまでとは異
なったモジュラー生産ネットワークと特徴付けて
いる。24

　受託企業は，ターンキー・サプライヤーとして，
受託する製品の設計・仕様以外の，生産工程，部
品調達を自立的に決定でき，委託企業に対して製
造に関わる様々なサービスを提供している。それ
ゆえ，信頼関係に基づく長期的取引関係に比べ，
委託企業と受託企業との間の相互依存性は少なく，
その意味で，市場取引と類似性がある。しかし，
単なる市場取引とは異なって，この両企業の間に
は，デジタル化された設計ファイルの転送など，
大量でコード化された情報のやりとりが頻繁に行
われている。しかもこの情報の交換のために，
コード化され，広く受け入れられている標準を用
いた情報システムが受託製造業者によって提供さ
れている。25 これにより委託企業と受託企業，さ
らには受託企業へ部品を提供するサプライヤーと
いったサプライチェーンにおいて特定の関係性に
依存することなく，オープンな関係を構築可能に
し，それゆえ，両者とも取引の変更を容易に実現
することができるようになっているのである。
　こうして EMS企業は委託企業との間で緊密な
情報のやりとりを行いながらも，取引の変更が容
易にできるという特徴が見られる。加えて EMS
企業は，特定の委託企業に売上の割合で依存しな
いよう，顧客の分散化を図っている。たとえばソ

レクトロンについてみれば，とりわけ 1990年代
後半以降，主要顧客の売上高に占めるシェアは
10％台であり，その数も 2～ 4社程度である。
（表 3）
　しかしながら主要な EMS企業においては，特
定の顧客との間で比較的長期の取引関係が見られ
る傾向がある。たとえば上記のソレクトロンは，
2000年頃において，IBMの 7つの拠点との取引
関係が最も長く，23年間にわたっているのをは
じめ，ヒューレット・パッカードの 10拠点と 19
年間，サン・マイクロシステムズの 6拠点と 14
年間など，規模の大きな企業との長期関係が見ら
れる。26 とはいえ，このような長期的な関係は，
EMS企業が，委託企業に対して図 1で見たよう
な様々なサービスを構築してきたことによる成果
であって，かつての長期的取引関係に見られるよ
うな一方的で閉鎖的な依存関係ではない。また，
これらの個々の委託企業との取引が，先に見たよ
うに全売上の中で占める割合はそれほど大きくな
く，製品も異なっていたり，取引する事業部が異
なるなど，同一の製品や事業部と長期にわたって
取引をしてはいない。その意味では，EMS企業
と委託企業との関係は，長期的ではあるが，より
市場取引に近いものがあるといえよう。
　次に，ライフサイクルとの関連で EMSを特徴
付けよう。従来の OEMで見られるのは，各段階
においてブランドを有するメーカーが委託企業で
あると同時に受託企業でもある。ただし，成熟段
階においては，既存メーカーの当該製品からの撤
退に伴って，製品ライン維持のために専業の受託
企業へと製造を委託することで，受託専業の市場
が確立される。EMS企業の場合は，すでに述べ

表 3　ソレクトロン社の対売上比 10％を超える主要な顧客の推移
（単位：％） 

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 

SUN Microsystems 29 27 20 12 ＊ ＊ ＊ ＊ 11 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
IBM 17 11 ＊ 26 28 21 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
Exabyte 11 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
Apple ＊ ＊ ＊ ＊ 12 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
Hewlett-Packard ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 11 14 14 11 ＊ 11 11 12 ＊ ＊ ＊ 
Bay Networks ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 10 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
Cisco Systems ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 11 12 12 12 12 11 13 16 18 
Ericsson ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 13 14 ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 
Nortel Networks ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 12 15 12 ＊ 11 ＊ 

注：＊印は対売上比 10％未満。
出所：Solectron Corporation, Form 10K各年版より作成。
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たように，1990年代以降，委託元のエレクトロ
ニクス・メーカーが切り離した製造拠点の買収を
通じて，その規模を拡大していった。その意味で，
成熟段階における OEMと同様，委託企業が次第
に製造から撤退していくことで，専業の受託企業
が存立可能となり，これによって EMS産業が確
立していったといえる。
　しかしながら EMSにおいては，委託企業が撤
退していった分野は，成熟段階の製品だけではな
く，導入期の新製品分野においても，また成長段
階の製品分野においても見られ，EMS企業は，
ライフサイクルのあらゆる段階の製品を受託して
いる。たとえば，最近では，PDAは 70％，ノー
ト PCは 65％，デジタルカメラは 30％，携帯電
話は 20％がそれぞれ設計も含めてアウトソーシ
ングされているといわれる。27 さらに，近年，受
託製造業者の首位となったホンハイは，比較的低
価格の普及品のみならず，成長産業の最新製品を
も製造している。具体的には，アップル社の
i-Podや i-Phone，また最新鋭のゲーム機，ニンテ
ンドー DS，PSP，さらにはWiiや PS3の製造も
ホンハイが手がけているといわれている。28 こう
して，今日では，革新的な製品も含めて，きわめ
て広範な製品分野において，主として専業の
EMS企業が活用されている。
　このような分野では，ODMも急成長してきて
いる。ODMは，EMSと同様，エレクトロニク
ス製品の製造を受託するが，EMSと異なるのは，
製品の製造のみならず，設計をも受託するところ
にある。この業務範囲の違いに加えて，さらに
ODMは EMSと活動地域および製品分野でも異

なっている。ODM企業は，台湾企業や，近年，
インド企業に多く見られ，その活動範囲は東アジ
アに集中していて，最近は，中国へと製造拠点を
移してきている。EMS企業がグローバルに生産
拠点を持って展開しているのとは対照をなしてい
る。また製品分野については，成熟段階にある
PCやその周辺機器，携帯電話など，比較的規格
化されコモデティー化したエレクトロニクス製品
を中心に，各社が事業を展開している場合が多く
みられる。（表 4）これに対して EMSは，グロー
バルに事業展開するアメリカ企業に多く，製品分
野もコンピュータ，通信機器，医療機器など，普
及品だけではなく先端的な機器をも含めて比較的
広範なエレクトロニクス機器の製造を行ってい 
る。29

　OEMとの関連で見ると，ODMも委託企業の
ブランドで販売を行うという意味で広義の OEM
供給の一形態である。この ODMと委託企業との
関係では，ODMが設計した製品を委託企業に提
示する場合と，委託企業が提示した製品の仕様や
設計条件に基づいて ODMが設計し，製造する場
合という対極をなす 2つの関係があり，実際の
ODMの事業はこの両極の間のいずれかに位置づ
けられるといわれる。30 それゆえ，ODM企業は，
その活動範囲と委託企業との関係から見れば，図
7での OEM（特に狭義の OEM）の範囲とより近く，
かつての OEMにおける受託企業と類似性がある。
また委託企業が大規模なブランドを有するエレク
トロニクス・メーカーであるという点でも，かつ
ての日本の家電メーカーにおける OEM供給と類
似している。しかしながら，日本の家電メーカー

表 4　ODM上位 5社の概要

順位 社名 国籍 設立年 売上高 主な製品 主な顧客

1 華硯電脳（AsusTek Computer Inc.） 台湾 1990 3,439 ノートパソコン，マザーボード アップル，ソニー

2 廣達電脳（Quanta Computer Inc.） 台湾 1988 3,118 
ノートパソコン，携帯電話機，
PDA，液晶テレビ

エイサー，アップル，
デル

3 英業達（Inventek Corporation） 台湾 1975 1,900 
ノートパソコン，携帯電話機，
MP3プレーヤー，デジタルカ
メラ

アップル，ヒューレッ
トパッカード

4 仁寶電脳工業（Compal Electronics, Inc.） 台湾 1984 1,882 
ノートパソコン，携帯電話機，
PDA，液晶テレビなど

デル，富士通，日立製
作所

5 BenQ 台湾 1984 1,703 
携帯電話機，液晶モニター，液
晶テレビなど IBM ，モトローラ

注：売上高は 2006年第Ⅱ四半期の金額。単位は 100万ドル。
出所：Jorgensen（2006）, p. 8および Normile（2004）, pp. 48-52などより作成。
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は，自社ブランドと平行して受託業務を行い，次
第に自社ブランドの割合を高めて行ったのに対し
て，ODMの場合には，自社ブランドを持ってい
たとしても，受託業務の割合を高め，専業度を高
めていくことで，成長をしていったところがかつ
ての OEMと異なる点である。31

　また ODMを独自の設計と製造機能を提供する
事業とし，これに対して委託元から渡された仕様
書どおりに部品や構成品を生産・供給する OEM
供給とは区別する場合がある。この考え方では，
東アジアにおける企業の発展モデルが念頭におか
れている。すなわち，OEM供給よりも ODMが
より進んだ形態としてとらえられ，東アジアの企
業が先進諸国からの委託による OEM供給の経験
を通じて製造能力を高め，その上に設計能力を習
得することで ODM企業へと発展していくと考え
られている。さらにこの ODMの経験を経て，自
社ブランド製品を設計・製造・販売する企業
（OBM : Original Brand Manufacturing）へと発展し
ていくと想定されている。すなわち，ODM企業
は，OEM供給企業から OBM企業へと発展して
いく一段階として位置づけられており，エレクト
ロニクス産業でいえば，製造機能を中心とする
EMS企業の発展として ODM企業がとらえられ

るといえよう。32

　確かに，OEMでの供給企業から，さらに設計
能力を充実させて ODMへと発展する企業が出て
きてはいる。しかしながらそこからさらに自社ブ
ランドを持って OBM企業へと移行することが困
難であることが，台湾の ODM企業を例に説明さ
れている。33 すなわち，自社ブランドを持つよう
になった企業も，現実に，自社ブランドの比重を
次第に減らしていき，ODMや OEM供給の比重
を増やしていっていると言われる。また台湾にお
けるパソコンの ODM企業に関して，自社ブラン
ドの比率を下げていった企業が，1990年代以降，
成長し，2000年代に上位にあり，自社ブランド
の比率が高い企業の順位が落ちているとも言われ
る。以上のような ODMの動向からみると，1950
年代以降の日本の家電メーカーが OEM供給から
次第に自社ブランドを有する企業へと成長し，世
界的なブランド企業となっていった経緯と対照を
なしている。
　とはいえ，OBMへの展開の限界が指摘された
のは，2000年前後までのことであり，2000年代
後半に入り，状況が若干変化してきている。近年
は，ODM企業の中には積極的に自社ブランドを
全面に押し出す戦略をとる企業も出てきており，
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図 8　A社ノートパソコンの機種別に見た価格−性能セグメントの推移と新動向

注：価格は，A社が 1998年内および 2007年内に発売し，同年内に販売した全ての機種の当該年の平均
価格である。
出所：GfKジャパンの POSデータより作成。詳しくは注35 参照。
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これらの企業はなお，上位に位置している。たと
えば ODMの売上ランキングで首位の AsusTek
社は，自社ブランド EeePCで，先進国の高齢者，
主婦，子供向けに 2007年に 250ドル台のノート
PCを出し，2008年には，日本市場にも 4万円台
のノート PCを投入した。このノート PCは，低
価格だが，低スペックで，ビジネス用には使えな
いので，今のところ既存のブランド企業が投入し
ているノート PC市場と重複するものではないと
いわれる。34（図 835 の網かけ部分）とはいえ，こ
のことは新たな超小型ノート市場が形成されつつ
あり，この市場を基礎に ODM企業がブランドを
形成して，次第に既存市場を侵食していくような
いわゆる破壊的イノベーションになる可能性もあ
る。
　以上のように今日，エレクトロニクス産業の受
託製造業者において，ODMが急成長を遂げ，
OBMへの展開を試みる企業も出てきている。こ
れに対応して，EMSも製品設計分野へとその業
務を拡大したり，あるいは部品の分野への展開も
見せ始めており36，ODMと EMSを設計業務の
有無で単純に区分することができなくなっており，
両者の間の境界は機能面においてあいまいとなっ
てきている。

Ⅴ　まとめと課題――結びに代えて

　これまで OEM契約との関連で，EMS，そし
て ODMがどのような特徴を持っているのかにつ
いて検討してきた。OEMは，以前より実務的に
長く活用されてきたこともあって，極めて多義的
に用いられており，それゆえ，EMSも ODMも，
OEM供給の一形態として，連続性のある発展形
態としてとらえることができる。しかし同時に，
このような EMSや ODMにあっては，かつての
OEM供給には見られないいくつかの新たな特徴
があることも明らかになった。
　最も大きな変化は，OEM供給を専業で行う受
託製造企業で構成される産業が形成されたことで
ある。これまでは，設計・開発，製造，販売を担
うブランドを持ったメーカーの OBMの間で，一
方向的，あるいは双方向的・相互的にそれぞれが
有する製造機能を共有する形で OEM供給＝調達

を行っていた。専業での受託製造業者が存立しう
るのは，OBMの製造能力を超える需要があった
場合か，あるいは製品ライフサイクルの成熟期に
おいて，OBMが製造から撤退するのに対応して，
既存製品ライン維持の場合に OBMが OEMを活
用することによる。これに対して，今日において
みられるのは，既存の OBMが製造機能を切り離
し，新製品も含めて，広範な製品ライフサイクル
にわたって OEMが活用されていることである37。
すなわち，かつてはある製品群のなかの種々の製
品ラインあるいはシステムの構成品を OBMが相
互に調達＝供給しあう同種の製品間あるいは補完
製品間の水平分業型あるいは補完型の構造であっ
た。これに対して，今日の EMSや ODMにおい
ては，既存の OBMが製造機能を切り離す一方，
これらを水平統合しながら EMSや ODMが集中
的に設計や製造の機能に特化して担い，OBMに
対して製品を供給するという，いわば「垂直」分
業構造38 が形成されてきているのである。また
さらに最近，ブランドを前面に出す ODMが出て
きていると同時に，EMSが設計業務や部品生産
への進出も行うようになり，垂直方向での統合が
進められ，その活動範囲が拡大してきている。
（図 9）
　このような変化と関連して，今日の OEMのい
まひとつの特徴は，専業の受託製造業者の大規模
化と自立性の高まりである。以前のような製品の
ライフサイクルの衰退期やまたバッファーとして
の受託製造業者であれば，専業としては不安定で
あり，大規模な製造への投資はリスクが高いので，
規模も小規模に留まらざるを得ない。それゆえこ
のような専業の受託製造業者は，特定の企業への
依存度が高く，下請けとしての傾向がこれまで強
かった。しかしながら，OBMが製造機能を切り
離し，その多くを受託製造業者に依存する OEM
においては，これらの製造機能を集約することで
規模の経済性を追求することが可能となる。企業
規模の拡大が可能となれば，コスト上の優位性が
生まれ，そのことがまたより多くの製造委託を呼
び込むことができるという効果を生み出す。
　とはいえ，多数の企業からの製造受託は，多様
な製品の製造につながり，部品の調達や製造工程，
顧客への対応の多様性を生み，規模の経済性の効
果を失わせる要因をも孕んでいる。規模の経済性
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を優先して，この多様性を画一化すれば，顧客で
ある委託企業の差異性を失わせ，競争優位性を喪
失させる可能性も生じる。このような矛盾は，
EMSや ODMが成長していった分野においては，
製品のモジュール化と製造工程の柔軟な自動化に
より，部品や設計，製造の標準化が進む一方，多
品種を効率的に大量生産できる技術的な基盤が形
成されてくることで，克服されていった。このよ
うな標準化されたツールを用いると同時に，顧客
にあわせたサービスをいかに提供できるかが，
EMSや ODMに不可欠となっているといえよう。
こうして委託企業と受託製造業者の間の関係は，
以前からの OEM契約であるとはいえ，かつての
受託製造業者とは異なる内実を EMSや ODMが

有しているのである。
　以上のようにまとめられる EMSの現代的特徴
であるが，このような変化は，1990年代におい
て突然起こってきたわけではない。比較的単純な
OEM輸出の一方的な関係から，1980年代の錯綜
し水平分業化した OEM関係を経て，今日の水平
統合と「垂直」分業構造をもった EMSや ODM
が形成されてきたのであり，近年においても，
EMSや ODMの内実や業界の構造も絶えず変化
してきている。このような分業構造の変化とその
方向性を決める基盤はどこにあるのかについては
本稿においては解明されていない。それを解明す
るためには，EMS企業やこの分業構造がどのよ
うに形成され，また発展してきたのかについて明
らかにしておく必要があるであろう。さらには前
節の最後に述べたように，最近では ODMの
OBMへの発展の可能性が出てきており，その実
現可能性も新たなテーマといえよう。これらの新
たな問題は今後の課題とし，新たな稿で検討した
い。

注　　　　　　　　　　
1　たとえば，Tully（1993），pp. 58-65, （1994），pp. 74-78
参照。特に前者では，アウトソーシングされたコンポー
ネントを製造するサプライヤーを「モジュラー企業
（modular corporationあるいは modular company）」と
呼び，エレクトロニクス製品などの様々な製品が，モ
ジュール企業群をレゴのセットのように組み合わせた
ネットワークによって生産されていると表現している。
また同時期に，イギリスでも，アメリカなどの EMSの
進出により CEMが急成長を遂げたことを背景に，注目
されることとなり，CEMの分析の特集記事が掲載され
ている。Taylor（1993），pp. 33-37参照。

2　EMSに関する雑誌記事としては，山田・岡本（1999），
28-32頁。まとまった書籍としては，稲垣（2001）が，
それぞれ日本では比較的早い時期に EMSを紹介してい
る。同じく稲垣氏はその著書（1998, 117-149頁）の中
でも，「製造アウトソーシング産業（CM産業）」として
EMS業界を紹介している。これらの先行的な紹介の後，
多くの雑誌・記事・書籍等で EMSが扱われている。日
本企業による製造体制の改革については，秋野（2001），
101-103頁参照。

3　 以 下 に つ い て は，Berger and the MIT Industrial 
Performance Center（2006 ＝ 2006）参照。また同邦訳所
収の「日本語版のための序文」（1-6頁）も参照。

4　ここでの内容については，Sturgeon（2002），pp. 
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ソコンは，もともと発展途上国の子供 1人に 1台ノート
パソコンを与えようという Nicholas Negropontが中心
となって 2005 年に設立した OLPC（One Laptop per 
Child）基金に端を発する。OLPCは 2007年 8月には，
7インチ液晶でリナックスを用いフラッシュメモリ搭載
の小型ノートパソコン XOを 184ドルという低価格で発
売している。それに先立って，同様の趣旨でインテルも
320ドルの小型ノートパソコン Classmate PCを，同年 3
月に出荷している。そしてこれらの製造を請け負ったの
が台湾系の受託製造業者である。すなわち OLPCでは，
Quanta Computer社が，インテルの PCでは，AsusTek
社がそれぞれ製造を行っている。（Einhorn, 2007, pp. 
38-40 ; Hille, 2007, p. 25；日本経済新聞社，2007年 10月
17日付参照。）また AsusTek社以外で自社ブランドを前
面に出した戦略をとっている主要な ODM企業は BenQ
社である。BenQは，もともとはモトローラ社の携帯電
話の設計・製造をしていた台湾の ODM企業であるが，
その後，自社ブランドで携帯電話を中国市場に投入して
いる。（Engardio and Einhorn, 2005, p. 53および Normile, 
2004, pp. 47-50参照。）

35　図 8のデータの出所となっている GfKの POSデータ
は，全国の家電量販店約 4000社の POSデータや専門店
等からのデータなどから集計されたものであり，直販や
Web販売を除く販売データが含まれており，パソコン
販売全体の 7割をカバーしている。なお図 8について，
性能の軸を CPUの動作周波数（速度）で表している。
しかし，最近の CPU技術がマルチコアテクノロジーを
基礎とするようになり，単純に周波数で比較することが
できなくなっていて，さらにノートパソコンにおいては，

大きさや重さなども性能を示す上で重要である。それゆ
え，図 8は一定の限界はあるが，1998年と 2007年との
相違を傾向としては表しているものと考える。

36　フレクストロニクスの垂直統合による最近の業務拡
大の動向については，Jorgensen（2004），p. 15, p. 24参
照。

37　いうまでもなく OBMは製造機能の全てを切り離し
たのではなく，OBMの戦略によってバリエーションが
ある。例えば，デル・コンピュータは，パソコンのある
機種について，限定的な一部の生産工程を自社で行い続
けているといわれる。また日本のエレクトロニクス・
メーカーに多く見られるのは，最新機種は自社で，普及
品や旧機種は EMSや ODMを活用するといったように，
自社生産と委託生産を製品ラインによって使い分ける方
法である。

38　垂直分業という場合，通常は，連続する生産工程の
前と後の工程間での分業，あるいは連続する製造と販売
の間での分業を指して用いられている。しかし，ここで
述べている分業は，設計・開発と製造，そして販売の間
での分業を指している。特に設計・開発と製造の間の分
業に関しては，近年垂直分業として多くの文献の中で言
及される場合が多い。しかし，この分業は，連続して相
前後する過程ではあるが，開発・設計された製品が一度，
製造されるようになると，基本的には開発・設計の過程
がその後の製造の継続においてはほとんど関与しなくな
る。それゆえ，本稿では，継続的に連続し相前後する先
の工程間の分業とは区別する意味で，さしあたり「垂
直」と括弧付きで表記した。
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